
2014年5月9日
新日鐵住金㈱

2013年度決算及び剰余金の配当方針について

＜損益実績（連結）＞ （単位：億円）

2013FY 上期 2012FY *1 2012FY 前回見通し
上期 下期 →下期 →2013FY 1/30公表

55,161 26,745 28,415 + 1,670 50,835 + 4,326 54,500

3,610 1,736 1,874 + 138 877 + 2,733 3,400

売 上 高

経 常 利 益

＊1 2012FYについては、

※2 ※2

※1 380 165 215 + 50

2,427 1,155 1,271 + 116 2,200

＜ 26.7＞ ＜ 12.7＞ ＜ 13.9＞ ＜+ 1.2＞ ＜ 24.2＞

22,963 25,430 - 2,467

D/Eレシオ 0.86 1.06

＜諸元＞

有 利 子 負 債

特 別 損 益

当 期 純 利 益

<一株当たり当期純利益>

※2 連結経常利益差異の内訳（単位：億円）

＊1 2012FYについては、

旧新日本製鐵と

旧住友金属工業の単純合算

※2 ※2

※1

※1 有価証券売却益 566億円

設備休止関連損失▲186億円

2012FY
→2013FY

前回
→今回

2013上期
→2013下期（１）当社

※2 連結経常利益差異の内訳（単位：億円）
2012FY

→2013FY
前回

→今回
2013上期

→2013下期

連結経常利益　差異 ＋2,730 ＋210 ＋140

１．製鉄事業 ＋2,700 ＋160 ＋50

① 生産出荷 　+13万ｔ ＋460 －30 －30

② 販売価格・構成 －570 ＋130 ＋230

③ 原料価格（ｷｬﾘｰｵｰﾊﾞｰ含む） ＋1,000  ～ ＋200

④ コスト改善（統合効果含む） ＋1,200 －100 ＋220

（１）当社

2013FY 2012FY 2012FY 前回見通し
上期 下期 →2013FY 1/30公表

4,816 2,427 2,389 4,603 + 212  4,830程度

4,567 2,302 2,264 4,355 + 212  4,580程度

4,202 2,097 2,105 4,097 + 105  4,210程度

86.0 84.4 87.6 80.1 + 5.9  85程度

100 98 102 82 18円安  99程度

（２）全国

粗鋼生産量(万t) 11 151 5 580 5 571 10 730 + 421

連結粗鋼生産量(万t)

単独粗鋼生産量(万t)

鋼 材 出 荷 量 ( 万 t)

鋼 材 価 格 ( 千 円 /t)

為替(円/＄)

＊2

2012FY
→2013FY

前回
→今回

2013上期
→2013下期

連結経常利益　差異 ＋2,730 ＋210 ＋140

１．製鉄事業 ＋2,700 ＋160 ＋50

① 生産出荷 　+13万ｔ ＋460 －30 －30

② 販売価格・構成 －570 ＋130 ＋230

③ 原料価格（ｷｬﾘｰｵｰﾊﾞｰ含む） ＋1,000  ～ ＋200

④ コスト改善（統合効果含む） ＋1,200 －100 ＋220

⑤ 在庫評価差 ＋920 ＋100 －60

⑥ グループ会社 ＋330  ～ ＋100

⑦ 高炉改修影響（ｺｽﾄ影響） －30  ～ －100

⑧ 為替影響 －220 ＋50 －150

⑨ その他 －390 ＋10 －360

２．非鉄事業 ＋15 ＋30 ＋100

３．調整額 ＋15 ＋20 －10

（１）当社

2013FY 2012FY 2012FY 前回見通し
上期 下期 →2013FY 1/30公表

4,816 2,427 2,389 4,603 + 212  4,830程度

4,567 2,302 2,264 4,355 + 212  4,580程度

4,202 2,097 2,105 4,097 + 105  4,210程度

86.0 84.4 87.6 80.1 + 5.9  85程度

100 98 102 82 18円安  99程度

（２）全国

粗鋼生産量(万t) 11,151 5,580 5,571 10,730 + 421

鋼材消費(万t) 6,410 3,154 3,256 6,142 + 268

( ウ チ 製 造 業 ) 4,044 1,987 2,057 3,946 + 98

< 製 造 業 比 率 > 63.1% 63.0% 63.2% 64.2% - 1.1%

普通鋼鋼材消費(万t) 5,102 2,502 2,600 4,895 + 207

建 設 2,244 1,105 1,139 2,082 + 162

製 造 業 2,858 1,396 1,460 2,812 + 46

特殊鋼鋼材消費(万t) 1,308 653 656 1,247 + 61

566 541 + 25

薄板三品在庫(万t) 411 385 + 26

*2　2012FY：旧新日本製鐵と旧住友金属工業の単純合算

*3　当社推定値、*4 3月末速報

国内ﾒｰｶｰ問屋在庫(万t)

連結粗鋼生産量(万t)

単独粗鋼生産量(万t)

鋼 材 出 荷 量 ( 万 t)

鋼 材 価 格 ( 千 円 /t)

為替(円/＄)

＊4

＊3

＊2

＜セグメント情報＞ （単位：億円）

2013FY 上期 2012FY 2012FY 前回見通し
上期 下期 →下期 →2013FY 1/30公表

55,161 26,745 28,415 + 1,670 43,899 + 11,262 54,500
（50,835） (+ 4,326)

売 上 高
（ 単 純 合 算 ）

2012FY
→2013FY

前回
→今回

2013上期
→2013下期

連結経常利益　差異 ＋2,730 ＋210 ＋140

１．製鉄事業 ＋2,700 ＋160 ＋50

① 生産出荷 　+13万ｔ ＋460 －30 －30

② 販売価格・構成 －570 ＋130 ＋230

③ 原料価格（ｷｬﾘｰｵｰﾊﾞｰ含む） ＋1,000  ～ ＋200

④ コスト改善（統合効果含む） ＋1,200 －100 ＋220

⑤ 在庫評価差 ＋920 ＋100 －60

⑥ グループ会社 ＋330  ～ ＋100

⑦ 高炉改修影響（ｺｽﾄ影響） －30  ～ －100

⑧ 為替影響 －220 ＋50 －150

⑨ その他 －390 ＋10 －360

２．非鉄事業 ＋15 ＋30 ＋100

３．調整額 ＋15 ＋20 －10

（１）当社

2013FY 2012FY 2012FY 前回見通し
上期 下期 →2013FY 1/30公表

4,816 2,427 2,389 4,603 + 212  4,830程度

4,567 2,302 2,264 4,355 + 212  4,580程度

4,202 2,097 2,105 4,097 + 105  4,210程度

86.0 84.4 87.6 80.1 + 5.9  85程度

100 98 102 82 18円安  99程度

（２）全国

粗鋼生産量(万t) 11,151 5,580 5,571 10,730 + 421

鋼材消費(万t) 6,410 3,154 3,256 6,142 + 268

( ウ チ 製 造 業 ) 4,044 1,987 2,057 3,946 + 98

< 製 造 業 比 率 > 63.1% 63.0% 63.2% 64.2% - 1.1%

普通鋼鋼材消費(万t) 5,102 2,502 2,600 4,895 + 207

建 設 2,244 1,105 1,139 2,082 + 162

製 造 業 2,858 1,396 1,460 2,812 + 46

特殊鋼鋼材消費(万t) 1,308 653 656 1,247 + 61

566 541 + 25

薄板三品在庫(万t) 411 385 + 26

*2　2012FY：旧新日本製鐵と旧住友金属工業の単純合算

*3　当社推定値、*4 3月末速報

国内ﾒｰｶｰ問屋在庫(万t)

連結粗鋼生産量(万t)

単独粗鋼生産量(万t)

鋼 材 出 荷 量 ( 万 t)

鋼 材 価 格 ( 千 円 /t)

為替(円/＄)

＊4

＊3

＊2

（50,835） (  4,326)

48,779 23,836 24,943 + 1,107 37,904 + 10,875 48,500
（44,840） (+ 3,939)

3,141 1,343 1,798 + 455 3,030 + 111 3,000
2,301 1,150 1,150 + 0 1,957 + 344 2,300

372 192 179 - 13 422 - 50 360
1,798 814 984 + 170 1,719 + 79 1,780

▲ 1,231 ▲ 590 ▲ 640 - 50 ▲ 1,134 - 97 ▲ 1,440

3,610 1,736 1,874 + 138 769 + 2,841 3,400

（ 単 純 合 算 ）
製 鉄
（ 単 純 合 算 ）
ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ
化 学
新 素 材
ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ
調 整 額

経 常 利 益

2012FY
→2013FY

前回
→今回

2013上期
→2013下期

連結経常利益　差異 ＋2,730 ＋210 ＋140

１．製鉄事業 ＋2,700 ＋160 ＋50

① 生産出荷 　+13万ｔ ＋460 －30 －30

② 販売価格・構成 －570 ＋130 ＋230

③ 原料価格（ｷｬﾘｰｵｰﾊﾞｰ含む） ＋1,000  ～ ＋200

④ コスト改善（統合効果含む） ＋1,200 －100 ＋220

⑤ 在庫評価差 ＋920 ＋100 －60

⑥ グループ会社 ＋330  ～ ＋100

⑦ 高炉改修影響（ｺｽﾄ影響） －30  ～ －100

⑧ 為替影響 －220 ＋50 －150

⑨ その他 －390 ＋10 －360

２．非鉄事業 ＋15 ＋30 ＋100

３．調整額 ＋15 ＋20 －10

（１）当社

2013FY 2012FY 2012FY 前回見通し
上期 下期 →2013FY 1/30公表

4,816 2,427 2,389 4,603 + 212  4,830程度

4,567 2,302 2,264 4,355 + 212  4,580程度

4,202 2,097 2,105 4,097 + 105  4,210程度

86.0 84.4 87.6 80.1 + 5.9  85程度

100 98 102 82 18円安  99程度

（２）全国

粗鋼生産量(万t) 11,151 5,580 5,571 10,730 + 421

鋼材消費(万t) 6,410 3,154 3,256 6,142 + 268

( ウ チ 製 造 業 ) 4,044 1,987 2,057 3,946 + 98

< 製 造 業 比 率 > 63.1% 63.0% 63.2% 64.2% - 1.1%

普通鋼鋼材消費(万t) 5,102 2,502 2,600 4,895 + 207

建 設 2,244 1,105 1,139 2,082 + 162

製 造 業 2,858 1,396 1,460 2,812 + 46

特殊鋼鋼材消費(万t) 1,308 653 656 1,247 + 61

566 541 + 25

薄板三品在庫(万t) 411 385 + 26

*2　2012FY：旧新日本製鐵と旧住友金属工業の単純合算

*3　当社推定値、*4 3月末速報

国内ﾒｰｶｰ問屋在庫(万t)

連結粗鋼生産量(万t)

単独粗鋼生産量(万t)

鋼 材 出 荷 量 ( 万 t)

鋼 材 価 格 ( 千 円 /t)

為替(円/＄)

＊4

＊3

＊2

3,610  1,736 1,874 + 138 769 + 2,841 3,400
（877） (+ 2,733)

3,212  1,582 1,630 + 48 415 + 2,797 3,050
（509） (+ 2,703)

 177 36 140 + 104 181 - 4 150
 100 70 30 - 40  97 + 3 100
 13 6 7 + 1  9 + 4 10

 127 48 79 + 31 116 + 11 130
▲21 ▲7 ▲13 - 6 ▲52 + 31 ▲40

（▲38） (+ 17)（ 単 純 合 算 ）

（ 単 純 合 算 ）
ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ
化 学
新 素 材
ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ
調 整 額

製 鉄

経 常 利 益
（ 単 純 合 算 ）

2012FY
→2013FY

前回
→今回

2013上期
→2013下期

連結経常利益　差異 ＋2,730 ＋210 ＋140

１．製鉄事業 ＋2,700 ＋160 ＋50

① 生産出荷 　+13万ｔ ＋460 －30 －30

② 販売価格・構成 －570 ＋130 ＋230

③ 原料価格（ｷｬﾘｰｵｰﾊﾞｰ含む） ＋1,000  ～ ＋200

④ コスト改善（統合効果含む） ＋1,200 －100 ＋220

⑤ 在庫評価差 ＋920 ＋100 －60

⑥ グループ会社 ＋330  ～ ＋100

⑦ 高炉改修影響（ｺｽﾄ影響） －30  ～ －100

⑧ 為替影響 －220 ＋50 －150

⑨ その他 －390 ＋10 －360

２．非鉄事業 ＋15 ＋30 ＋100

３．調整額 ＋15 ＋20 －10

（１）当社

2013FY 2012FY 2012FY 前回見通し
上期 下期 →2013FY 1/30公表

4,816 2,427 2,389 4,603 + 212  4,830程度

4,567 2,302 2,264 4,355 + 212  4,580程度

4,202 2,097 2,105 4,097 + 105  4,210程度

86.0 84.4 87.6 80.1 + 5.9  85程度

100 98 102 82 18円安  99程度

（２）全国

粗鋼生産量(万t) 11,151 5,580 5,571 10,730 + 421

鋼材消費(万t) 6,410 3,154 3,256 6,142 + 268

( ウ チ 製 造 業 ) 4,044 1,987 2,057 3,946 + 98

< 製 造 業 比 率 > 63.1% 63.0% 63.2% 64.2% - 1.1%

普通鋼鋼材消費(万t) 5,102 2,502 2,600 4,895 + 207

建 設 2,244 1,105 1,139 2,082 + 162

製 造 業 2,858 1,396 1,460 2,812 + 46

特殊鋼鋼材消費(万t) 1,308 653 656 1,247 + 61

566 541 + 25

薄板三品在庫(万t) 411 385 + 26

*2　2012FY：旧新日本製鐵と旧住友金属工業の単純合算

*3　当社推定値、*4 3月末速報

国内ﾒｰｶｰ問屋在庫(万t)

連結粗鋼生産量(万t)

単独粗鋼生産量(万t)

鋼 材 出 荷 量 ( 万 t)

鋼 材 価 格 ( 千 円 /t)

為替(円/＄)

＊4

＊3

＊2

（▲38） (+ 17)（ 単 純 合 算 ）

【剰余金の配当方針について】
当期末の剰余金の配当につきましては、既公表の配当方針に基づき、第３四半期決算発表時

（2014.1.30）に公表しましたとおり、１株につき３円（年間配当金としては１株につき５円、連結配当性向

18.7％）として定時株主総会にご提案させていただく予定でおります。
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2014年5月9日
新日鐵住金㈱

2014年度決算見通しについて

【2014年度決算見通し】

2014年度の業績見通しにつきましては、主原料価格及び鋼材価格の動向が不透明であること等から、

現時点では当社として合理的な算定・予想を行うことができません。従いまして、2014年度の業績予想に

ついては未定とし、合理的な算定が可能となった時点で速やかに開示致します。

≪参考≫既公表案件について

　１.事業統合及び再編に関する公表案件

ついては未定とし、合理的な算定が可能となった時点で速やかに開示致します。

・既実行案件

年度 案件

（日鉄住金物流㈱の発足）
　日鐵物流㈱と住友金属物流㈱の統合再編

（日鉄住金テクノロジー㈱の発足）
㈱日鐵テクノリサ チと住友金属テクノロジ ㈱の統合

時期

2013.4月

2013.4月

・既実行案件

年度 案件

（日鉄住金物流㈱の発足）
　日鐵物流㈱と住友金属物流㈱の統合再編

（日鉄住金テクノロジー㈱の発足）
　㈱日鐵テクノリサーチと住友金属テクノロジー㈱の統合

（日鉄住金神鋼シャーリング㈱の発足）
　㈱日鐵神鋼シャーリングと㈱シーヤリング工場の合併

（日鉄住金直江津チタン㈱の設立）
　チタン素材溶解事業に関する東邦チタニウム㈱との合弁

（日鉄住金鋼管㈱の発足）
　住友鋼管㈱と日鉄鋼管㈱の合併

（日鉄住金物産㈱の発足）
　住金物産㈱及び日鐵商事㈱の経営統合

（日鉄住金テックスエンジ㈱の発足）
　太平工業㈱及び㈱日鉄エレックスの経営統合

（新日鐵住金グループにおける電縫管事業の再編について）
　海外事業会社の管理一元化

（当社製鉄所組織の統合・再編成について）
　製鉄事業競争力の更なる強化を目的とした当社製鉄所組織の統合・再編成

（新日鐵住金グループにおける電縫管事業の再編について）
　販売品種の再編・最適化

・その他既公表案件等

年度 案件

（スラグ販売会社の統合に関する基本合意について）
　スラグ販売会社の統合・再編

（設備エンジ・保全系 当社連結子会社8社の経営統合に関する基本合意について）
　当社国内設備の総合的な競争力強化、海外事業拠点における設備戦力基盤の確保

2014.10月
（2013.11月公表）

2014.4月

2014.4月

時期

2013.4月

2013.10月

2013年度

2014年度

2013.4月

2013.4月

2014.7月
（2014.3月公表）

2013.10月

2013.9月

2014年度

時期

2014.1月

2013.10月

・既実行案件

年度 案件

（日鉄住金物流㈱の発足）
　日鐵物流㈱と住友金属物流㈱の統合再編

（日鉄住金テクノロジー㈱の発足）
　㈱日鐵テクノリサーチと住友金属テクノロジー㈱の統合

（日鉄住金神鋼シャーリング㈱の発足）
　㈱日鐵神鋼シャーリングと㈱シーヤリング工場の合併

（日鉄住金直江津チタン㈱の設立）
　チタン素材溶解事業に関する東邦チタニウム㈱との合弁

（日鉄住金鋼管㈱の発足）
　住友鋼管㈱と日鉄鋼管㈱の合併

（日鉄住金物産㈱の発足）
　住金物産㈱及び日鐵商事㈱の経営統合

（日鉄住金テックスエンジ㈱の発足）
　太平工業㈱及び㈱日鉄エレックスの経営統合

（新日鐵住金グループにおける電縫管事業の再編について）
　海外事業会社の管理一元化

（当社製鉄所組織の統合・再編成について）
　製鉄事業競争力の更なる強化を目的とした当社製鉄所組織の統合・再編成

（新日鐵住金グループにおける電縫管事業の再編について）
　販売品種の再編・最適化

・その他既公表案件等

年度 案件

（スラグ販売会社の統合に関する基本合意について）
　スラグ販売会社の統合・再編

（設備エンジ・保全系 当社連結子会社8社の経営統合に関する基本合意について）
　当社国内設備の総合的な競争力強化、海外事業拠点における設備戦力基盤の確保

2014.10月
（2013.11月公表）

2014.4月

2014.4月

時期

2013.4月

2013.10月

2013年度

2014年度

2013.4月

2013.4月

2014.7月
（2014.3月公表）

2013.10月

2013.9月

2014年度

時期

2014.1月

2013.10月

　２.主要な海外事業投資の進捗

（スラグ販売会社の統合に関する基本合意について）
　スラグ販売会社の統合・再編

（設備エンジ・保全系 当社連結子会社8社の経営統合に関する基本合意について）
　当社国内設備の総合的な競争力強化、海外事業拠点における設備戦力基盤の確保

2014.10月
（2013.11月公表）

2014年度

2014.7月
（2014.3月公表）
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 2014年５月９日 

新日鐵住金株式会社 

コード番号 5401  上場取引所 東京、名古屋、札幌、福岡 

問合せ先   責任者役職名 広報センター所長 

       氏    名 高橋 望            TEL (03)6867-2130 
 

＜2014 年３月期 補足情報＞ 

 

 

〔全国〕 

１．粗鋼生産量 

単位：万トン

第１四半期 第２四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
2012年度 2,750 2,726 5,476 2,591 2,664 5,255 10,730
2013年度 2,807 2,772 5,580 2,814 2,758 5,571 11,151

 

２．在庫推移 

 国内ﾒｰｶｰ問屋在庫 （在庫率） 薄板三品：熱延＋冷延＋表面処理 ときわ会 H形鋼 

  万ﾄﾝ ％  万ﾄﾝ  万ﾄﾝ 

2012. 4 末  552 (149.8)  404  20.3  

2012. 5 末  553 (141.6)  407  19.5  

2012. 6 末  546 (138.7)  396  19.6  

2012. 7 末  541 (135.6)  392  18.9  

2012. 8 末  557 (151.9)  409  18.0  

2012. 9 末   568 （147.0)  416  17.9  

2012.10 末  554 （139.0)  407  18.4  

2012.11 末  543 (142.0)  394  18.3  

2012.12 末  546 (151.9)  392  17.9  

2013. 1 末  549 (146.1)  398  17.7  

2013. 2 末  541 (146.4)  384  18.7  

2013. 3 末  541 (125.6)  385  19.7  

2013. 4 末  542 (142.2)  381  19.2  

2013. 5 末  548 (136.2)  383  19.7  

2013. 6 末  561 (145.8)  385  19.7  

2013. 7 末  536 (127.2)  375  19.0  

2013. 8 末  553 (147.0)  392  18.6  

2013. 9 末  553 (133.5)  388  18.7  

2013.10 末  561 (135.1)  388  18.0  

2013.11 末  549 (125.4)  382  18.0  

2013.12 末  565 (138.6)  393  18.5  

2014. 1 末  576 (136.3)  409  20.0  

2014. 2 末  573 (140.7)  399  22.0  

2014. 3 末＊  566 (125.9)  411  23.4  

＊2014. 3 末は速報値 
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〔当社〕 

３．出銑量 

2012年度 単位：万トン

第１四半期 第２四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
新日本製鐵 778 801 1,579

住友金属工業 302 332 634
新日鐵住金 (1,080) (1,133) (2,213) 1,062 1,114 2,176 4,390
2013年度 単位：万トン

第１四半期 第２四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
新日鐵住金 1,130 1,147 2,277 1,141 1,062 2,203 4,480  

(※１)新日本製鐵については北海製鉄を含む。住友金属工業については日鉄住金鋼鉄和歌山（旧 住金鋼鉄和歌山）を含む。新

日鐵住金については北海製鉄および日鉄住金鋼鉄和歌山を含む。 

(※２)新日鐵住金の 2012年度上期は、新日本製鐵と住友金属工業の単純合算である。 

 

４．粗鋼生産量 

【連結ベース】 当社＋国内連結子会社
2012年度 単位：万トン

第１四半期 第２四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
新日本製鐵 829 851 1,681

住友金属工業 310 343 653
新日鐵住金 (1,139) (1,195) (2,334) 1,101 1,169 2,269 4,603
2013年度 単位：万トン

第１四半期 第２四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
新日鐵住金 1,213 1,214 2,427 1,226 1,163 2,389 4,816                                      

(※) 新日鐵住金の 2012年度上期は、新日本製鐵と住友金属工業の単純合算である。 

 

【参考：単独ベース】 
2012年度 単位：万トン

第１四半期 第２四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
新日本製鐵 770 795 1,566

住友金属工業 307 338 644
新日鐵住金 (1,077) (1,133) (2,210) 1,040 1,105 2,145 4,355
2013年度 単位：万トン

第１四半期 第２四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
新日鐵住金 1,150 1,152 2,302 1,163 1,101 2,264 4,567   

(※１)住友金属工業および新日鐵住金については日鉄住金鋼鉄和歌山（旧 住金鋼鉄和歌山）を含む。 

(※２)新日鐵住金の 2012年度上期は、新日本製鐵と住友金属工業の単純合算である。 

 

５．鋼材出荷量 

2012年度 単位：万トン

第１四半期 第２四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
新日本製鐵 746 750 1,497

住友金属工業 278 286 564
新日鐵住金 (1,024) (1,036) (2,061) 960 1,077 2,037 4,097
2013年度 単位：万トン

第１四半期 第２四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
新日鐵住金 1,029 1,068 2,097 1,038 1,067 2,105 4,202

(※１)住友金属工業および新日鐵住金については日鉄住金鋼鉄和歌山（旧 住金鋼鉄和歌山）を含む。 

(※２)新日鐵住金の 2012年度上期は、新日本製鐵と住友金属工業の単純合算である。  
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６．鋼材平均価格 

2012年度 単位：千円/トン

第１四半期 第２四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
新日本製鐵 80.0 75.6 77.8

住友金属工業 94.7 94.4 94.5
新日鐵住金 (84.0) (80.8) (82.4) 78.1 77.4 77.7 80.1
2013年度 単位：千円/トン

第１四半期 第２四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
新日鐵住金 82.5 86.3 84.4 86.7 88.4 87.6 86.0

  (※１)住友金属工業および新日鐵住金については日鉄住金鋼鉄和歌山（旧 住金鋼鉄和歌山）を含む。 

(※２)新日鐵住金の 2012年度上期は、新日本製鐵と住友金属工業の加重平均である。  

 

７．鋼材輸出比率（金額ベース） 

2012年度 単位：％

第１四半期 第２四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
新日本製鐵 42 42 42
住友金属工業 46 45 46
新日鐵住金 (43) (43) (43) 43 47 45 44
2013年度 単位：％

第１四半期 第２四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
新日鐵住金 49 47 48 45 45 45 46      

(※１)住友金属工業および新日鐵住金については日鉄住金鋼鉄和歌山（旧 住金鋼鉄和歌山）を含む。 

(※２)新日鐵住金の 2012年度上期は、新日本製鐵と住友金属工業の加重平均である。   

 

８．為替レート 

単位：円/＄

第１四半期 第２四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
2012年度 81 79 80 80 90 85 82
2013年度 98 98 98 100 103 102 100

 

９．設備投資（工事ベース）及び減価償却費 

【連結ベース】 
単位：億円

設備投資額 減価償却費

2012年度

2013年度 2,570 3,318

4,200 3,385

 

(※)2012年度は、上期は新日本製鐵と住友金属工業の単純合算を、下期は新日鐵住金の実績を用いて算定している。 

 
以  上    
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	ADPAF95.tmp
	１．経営成績・財政状態に関する分析
	（１）経営成績に関する分析
	【当期の経営成績】
	（２）財政状態に関する分析
	（資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析）
	当期末の連結総資産は、たな卸資産の増加（680億円）や、現金及び預金の増加（159億円）があるものの、繰延税金資産の減少（964億円）や、有形固定資産の減少（732億円）等により、前期末（７兆894億円）から72億円減少し、７兆822億円となりました。
	負債につきましては、支払手形及び買掛金の増加（650億円）があるものの、有利子負債が２兆2,963億円と前期末（２兆5,430億円）から2,467億円減少したこと等により、前期末（４兆1,512億円）から3,069億円減少し、３兆8,442億円となりました。
	純資産につきましては、当期純利益の2,427億円等により、前期末（２兆9,382億円）から2,997億円増加し、３兆2,379億円となりました。なお、当期末の自己資本は２兆6,836億円となり、有利子負債自己資本比率（Ｄ／Ｅレシオ）は0.86となりました。
	当期における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益3,991億円に減価償却費の加算（3,318億円）や仕入債務の増加（630億円）等の調整を加えた収入に対し、持分法による投資損益（627億円）と投資有価証券売却損益（566億円）の控除に加え、たな卸資産の増加（535億円）、法人税等の支払い（525億円）等があり、5,747億円の収入となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資支出（3,194億円）がある一方、投資有価証券の売却収入（1,322億円）もあり、1,96...

	ADP75D2.tmp
	前連結会計年度（平成24年４月１日～平成25年３月31日）
	当連結会計年度（平成25年４月１日～平成26年３月31日）
	（１株当たり情報）
	（注）算定上の基礎

	ADP3EFB.tmp
	１．経営成績・財政状態に関する分析
	（１）経営成績に関する分析
	【当期の経営成績】
	（２）財政状態に関する分析
	（資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析）
	当期末の連結総資産は、たな卸資産の増加（680億円）や、現金及び預金の増加（159億円）があるものの、繰延税金資産の減少（964億円）や、有形固定資産の減少（732億円）等により、前期末（７兆894億円）から72億円減少し、７兆822億円となりました。
	負債につきましては、支払手形及び買掛金の増加（650億円）があるものの、有利子負債が２兆2,963億円と前期末（２兆5,430億円）から2,467億円減少したこと等により、前期末（４兆1,512億円）から3,069億円減少し、３兆8,442億円となりました。
	純資産につきましては、当期純利益の2,427億円等により、前期末（２兆9,382億円）から2,997億円増加し、３兆2,379億円となりました。なお、当期末の自己資本は２兆6,836億円となり、有利子負債自己資本比率（Ｄ／Ｅレシオ）は0.86となりました。
	当期における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益3,991億円に減価償却費の加算（3,318億円）や仕入債務の増加（630億円）等の調整を加えた収入に対し、持分法による投資損益（627億円）と投資有価証券売却損益（566億円）の控除に加え、たな卸資産の増加（535億円）、法人税等の支払い（568億円）等があり、5,747億円の収入となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資支出（3,194億円）がある一方、投資有価証券の売却収入（1,322億円）もあり、1,96...

	ADPE9E0.tmp
	１．経営成績・財政状態に関する分析
	（１）経営成績に関する分析
	【当期の経営成績】
	（２）財政状態に関する分析
	（資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析）
	当期末の連結総資産は、たな卸資産の増加（680億円）や、現金及び預金の増加（159億円）があるものの、繰延税金資産の減少（964億円）や、有形固定資産の減少（732億円）等により、前期末（７兆894億円）から72億円減少し、７兆822億円となりました。
	負債につきましては、支払手形及び買掛金の増加（650億円）があるものの、有利子負債が、事業収益及び資産圧縮の着実な推進等により、２兆2,963億円と前期末（２兆5,430億円）から2,467億円減少したこと等により、前期末（４兆1,512億円）から3,069億円減少し、３兆8,442億円となりました。
	純資産につきましては、当期純利益の2,427億円等により、前期末（２兆9,382億円）から2,997億円増加し、３兆2,379億円となりました。なお、当期末の自己資本は２兆6,836億円となり、有利子負債自己資本比率（Ｄ／Ｅレシオ）は0.86となり、中期経営計画における早期の目標である1.0を達成しました。
	当期における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益3,991億円に減価償却費の加算（3,318億円）や仕入債務の増加（630億円）等の調整を加えた収入に対し、持分法による投資損益（627億円）と投資有価証券売却損益（566億円）の控除に加え、たな卸資産の増加（535億円）、法人税等の支払い（525億円）等があり、5,747億円の収入となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資支出（3,194億円）がある一方、投資有価証券の売却収入（1,322億円）もあり、1,96...

	ADP42AB.tmp
	前連結会計年度（平成24年４月１日～平成25年３月31日）
	当連結会計年度（平成25年４月１日～平成26年３月31日）
	（１株当たり情報）
	（注）算定上の基礎

	ADP3F11.tmp
	１．経営成績・財政状態に関する分析
	（１）経営成績に関する分析
	【当期の経営成績】
	（２）財政状態に関する分析
	（資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析）
	当期末の連結総資産は、たな卸資産の増加（680億円）や、現金及び預金の増加（159億円）があるものの、繰延税金資産の減少（964億円）や、有形固定資産の減少（732億円）等により、前期末（７兆894億円）から72億円減少し、７兆822億円となりました。
	負債につきましては、支払手形及び買掛金の増加（650億円）があるものの、有利子負債が、事業収益及び資産圧縮の着実な推進等により、２兆2,963億円と前期末（２兆5,430億円）から2,467億円減少したこと等により、前期末（４兆1,512億円）から3,069億円減少し、３兆8,442億円となりました。
	純資産につきましては、当期純利益の2,427億円等により、前期末（２兆9,382億円）から2,997億円増加し、３兆2,379億円となりました。なお、当期末の自己資本は２兆6,836億円となり、有利子負債自己資本比率（Ｄ／Ｅレシオ）は0.86となり、中期経営計画における早期の目標である1.0を達成しました。
	当期における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益3,991億円に減価償却費の加算（3,318億円）や仕入債務の増加（630億円）等の調整を加えた収入に対し、持分法による投資損益（627億円）と投資有価証券売却損益（566億円）の控除に加え、たな卸資産の増加（535億円）、法人税等の支払い（525億円）等があり、5,747億円の収入となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資支出（3,194億円）がある一方、投資有価証券の売却収入（1,322億円）もあり、1,96...

	ADP2665.tmp
	前連結会計年度（平成24年４月１日～平成25年３月31日）
	当連結会計年度（平成25年４月１日～平成26年３月31日）
	（１株当たり情報）
	（注）算定上の基礎

	ADPDB3F.tmp
	１．経営成績・財政状態に関する分析
	（１）経営成績に関する分析
	【当期の経営成績】
	（２）財政状態に関する分析
	（資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析）
	当期末の連結総資産は、たな卸資産の増加（680億円）や、現金及び預金の増加（159億円）があるものの、繰延税金資産の減少（964億円）等により、前期末（７兆894億円）から72億円減少し、７兆822億円となりました。
	負債につきましては、有利子負債が、事業収益及び資産圧縮の着実な推進等により、２兆2,963億円と前期末（２兆5,430億円）から2,467億円減少したこと等により、前期末（４兆1,512億円）から3,069億円減少し、３兆8,442億円となりました。
	純資産につきましては、当期純利益の2,427億円等により、前期末（２兆9,382億円）から2,997億円増加し、３兆2,379億円となりました。なお、当期末の自己資本は２兆6,836億円となり、有利子負債自己資本比率（Ｄ／Ｅレシオ）は0.86となり、中期経営計画における早期に実現すべき目標である1.0を達成しました。引き続き、最終目標である0.8の達成に向け、収益力及び財務体質の更なる強化に邁進していく所存です。
	当期における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益3,991億円に減価償却費の加算（3,318億円）や仕入債務の増加（630億円）等の調整を加えた収入に対し、持分法による投資損益（627億円）と投資有価証券売却損益（566億円）の控除に加え、たな卸資産の増加（535億円）、法人税等の支払い（525億円）等があり、5,747億円の収入となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資支出（3,194億円）がある一方、投資有価証券の売却収入（1,322億円）もあり、1,96...

	ADPDE00.tmp
	１．経営成績・財政状態に関する分析
	（１）経営成績に関する分析
	【当期の経営成績】
	（２）財政状態に関する分析
	（資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析）
	当期末の連結総資産は、たな卸資産の増加（680億円）や、現金及び預金の増加（159億円）があるものの、繰延税金資産の減少（964億円）等により、前期末（７兆894億円）から72億円減少し、７兆822億円となりました。
	負債につきましては、有利子負債が、事業収益及び資産圧縮の着実な推進等により、２兆2,963億円と前期末（２兆5,430億円）から2,467億円減少したこと等により、前期末（４兆1,512億円）から3,069億円減少し、３兆8,442億円となりました。
	純資産につきましては、当期純利益の2,427億円等により、前期末（２兆9,382億円）から2,997億円増加し、３兆2,379億円となりました。なお、当期末の自己資本は２兆6,836億円となり、有利子負債自己資本比率（Ｄ／Ｅレシオ）は0.86となり、中期経営計画における早期に実現すべき目標である1.0を達成しました。引き続き、最終目標である0.8の達成に向け、収益力及び財務体質の更なる強化に邁進していく所存です。
	当期における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益3,991億円に減価償却費の加算（3,318億円）や仕入債務の増加（630億円）等の調整を加えた収入に対し、持分法による投資損益（627億円）と投資有価証券売却損益（566億円）の控除に加え、たな卸資産の増加（535億円）、法人税等の支払い（525億円）等があり、5,747億円の収入となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資支出（3,194億円）がある一方、投資有価証券の売却収入（1,322億円）もあり、1,96...

	ADP32DE.tmp
	１．経営成績・財政状態に関する分析
	（１）経営成績に関する分析
	【当期の経営成績】
	（２）財政状態に関する分析
	（資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析）
	当期末の連結総資産は、たな卸資産の増加（680億円）や、現金及び預金の増加（159億円）があるものの、繰延税金資産の減少（964億円）等により、前期末（７兆894億円）から72億円減少し、７兆822億円となりました。
	負債につきましては、有利子負債が、事業収益及び資産圧縮の着実な推進等により、２兆2,963億円と前期末（２兆5,430億円）から2,467億円減少したこと等により、前期末（４兆1,512億円）から3,069億円減少し、３兆8,442億円となりました。
	純資産につきましては、当期純利益の2,427億円等により、前期末（２兆9,382億円）から2,997億円増加し、３兆2,379億円となりました。なお、当期末の自己資本は２兆6,836億円となり、有利子負債自己資本比率（Ｄ／Ｅレシオ）は0.86となり、中期経営計画における早期に実現すべき目標である1.0を達成しました。引き続き、最終目標である0.8の達成に向け、収益力及び財務体質の更なる強化に邁進していく所存です。
	当期における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益3,991億円に減価償却費の加算（3,318億円）や仕入債務の増加（630億円）等の調整を加えた収入に対し、持分法による投資損益（627億円）と投資有価証券売却損益（566億円）の控除に加え、たな卸資産の増加（535億円）、法人税等の支払い（525億円）等があり、5,747億円の収入となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資支出（3,194億円）がある一方、投資有価証券の売却収入（1,322億円）もあり、1,96...

	ADP70E5.tmp
	１．経営成績・財政状態に関する分析
	（１）経営成績に関する分析
	【当期の経営成績】
	（２）財政状態に関する分析
	（資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析）
	当期末の連結総資産は、たな卸資産の増加（680億円）や、現金及び預金の増加（159億円）があるものの、繰延税金資産の減少（964億円）等により、前期末（７兆894億円）から72億円減少し、７兆822億円となりました。
	負債につきましては、有利子負債が、事業収益及び資産圧縮の着実な推進等により、２兆2,963億円と前期末（２兆5,430億円）から2,467億円減少したこと等により、前期末（４兆1,512億円）から3,069億円減少し、３兆8,442億円となりました。
	純資産につきましては、当期純利益の2,427億円等により、前期末（２兆9,382億円）から2,997億円増加し、３兆2,379億円となりました。なお、当期末の自己資本は２兆6,836億円となり、有利子負債自己資本比率（Ｄ／Ｅレシオ）は0.86と、中期経営計画における早期に実現すべき目標である1.0を達成しました。さらに、中期経営計画の目標である0.8の達成に向け、収益力及び財務体質の強化に取り組んでまいります。
	当期における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益3,991億円に減価償却費の加算（3,318億円）や仕入債務の増加（630億円）等の調整を加えた収入に対し、持分法による投資損益（627億円）と投資有価証券売却損益（566億円）の控除に加え、たな卸資産の増加（535億円）、法人税等の支払い（525億円）等があり、5,747億円の収入となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資支出（3,194億円）がある一方、投資有価証券の売却収入（1,322億円）もあり、1,96...

	ADPBABE.tmp
	１．経営成績・財政状態に関する分析
	（１）経営成績に関する分析
	【当期の経営成績】
	（２）財政状態に関する分析
	（資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析）
	当期末の連結総資産は、たな卸資産の増加（680億円）や、現金及び預金の増加（159億円）があるものの、繰延税金資産の減少（964億円）等により、前期末（７兆894億円）から72億円減少し、７兆822億円となりました。
	負債につきましては、有利子負債が、事業収益及び資産圧縮の着実な推進等により、２兆2,963億円と前期末（２兆5,430億円）から2,467億円減少したこと等により、前期末（４兆1,512億円）から3,069億円減少し、３兆8,442億円となりました。
	純資産につきましては、当期純利益の2,427億円等により、前期末（２兆9,382億円）から2,997億円増加し、３兆2,379億円となりました。なお、当期末の自己資本は２兆6,836億円となり、有利子負債自己資本比率（Ｄ／Ｅレシオ）は0.86倍と、中期経営計画における早期に実現すべき目標である1.0倍程度を達成しました。さらに、国際Ａ格に十分に達する水準（0.8倍程度）の達成に向け、収益力及び財務体質の強化に取り組んでまいります。
	当期における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益3,991億円に減価償却費の加算（3,318億円）や仕入債務の増加（630億円）等の調整を加えた収入に対し、持分法による投資損益（627億円）と投資有価証券売却損益（566億円）の控除に加え、たな卸資産の増加（535億円）、法人税等の支払い（525億円）等があり、5,747億円の収入となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資支出（3,194億円）がある一方、投資有価証券の売却収入（1,322億円）もあり、1,96...

	ADPD10E.tmp
	FY2013

	ADP700D.tmp
	前連結会計年度（平成24年４月１日～平成25年３月31日）
	当連結会計年度（平成25年４月１日～平成26年３月31日）
	（１株当たり情報）
	（注）算定上の基礎




